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〇 土地改良区体制強化事業実施要綱（平成28年４月１日付け27農振第2429号農林水産事務次官依命通知）新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改 正 後 現  行 

第１ （略） 第１ （略） 

  

第２ 事業の内容 第２ 事業の内容 

１ （略） １ （略） 

２ 受益農地管理強化対策 

受益農地管理強化対策は、換地事務の適正かつ円滑な推進等によ

り、農地整備事業の効果が十全に発揮され、農地の効率的利用が図ら

れるよう、換地事務に関する指導並びに土地改良換地に関する異議紛

争の未然防止及び早期解決を図るための助言・指導を行うとともに、

農地中間管理機構等と連携した農用地の利用集積の推進を図るための

農地利用集積に関する指導を実施するほか、所有者不明農地等の解消

を図るための助言・指導等を実施するものとする。 

２ 受益農地管理強化対策 

受益農地管理強化対策は、換地事務の適正かつ円滑な推進により、

ほ場整備事業の効果が十全に発揮され、農地の効率的利用が図られる

よう、換地事務に関する指導並びに土地改良換地に関する異議紛争の

未然防止及び早期解決を図るための助言・指導を行うとともに、農地

中間管理機構等と連携した農用地の利用集積の推進を図るための農地

利用集積に関する指導を実施するものとする。 

３～６ （略）  

 

３～６ （略）  

 

第３ （略） 

 

第３ （略） 

 

第４ 受益農地管理強化対策 第４ 受益農地管理強化対策 

１ 公募団体が行う受益農地管理強化対策 

農林水産省農村振興局長（以下「農村振興局長」という。）が別に

定める公募要領に基づき選定された団体（以下「公募団体」とい

う。）は、所有者不明農地等が存在することにより換地業務又は土地

改良事業の実施に支障が生じている地区において、円滑かつ適正な換

地処分及び土地改良区の受益地内における所有者不明農地等の解消を

図るため、財産管理制度等（民法（明治29年法律第89号）第25条に基

づく不在者財産管理制度、同法第262条の２に基づく所在等不明共有

者の持分の取得、同法第262条の３に基づく所在等不明共有者の持分

の譲渡、同法第264条の２から第264条の７までに基づく所有者不明土

地管理制度（以下「所有者不明土地管理制度」という。）及び同法第

１ 公募団体が行う受益農地管理強化対策 

農林水産省農村振興局長（以下「農村振興局長」という。）が別に

定める公募要領に基づき選定された団体（以下「公募団体」とい

う。）は、農用地の所有者の所在不明等により換地業務の実施に支障

が生じている地区において、円滑かつ適正な換地処分を図るため、財

産管理制度（民法（明治29年法律第89号）第25条に基づく不在者財産

管理制度及び同法第952条に基づく相続財産管理制度をいう。）の活

用推進を目的として、当該制度利用の実態調査及び制度活用に向けた

助言等を内容とする財産管理制度活用推進対策を行うものとする。 
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952条に基づく相続財産管理制度をいう。）の活用推進を目的とし

て、当該制度利用の実態調査及び制度活用に向けた助言等を内容とす

る財産管理制度等活用推進対策を行うものとする。 

２ 地方連合会が行う受益農地管理強化対策 

地方連合会は、次に掲げる対策を実施するものとする。なお、この

対策又は第６の２の（４）の換地等技術向上研修を行う場合において

は、（１）の受益農地管理強化委員会を設置するものとする。 

２ 地方連合会が行う受益農地管理強化対策 

地方連合会は、次に掲げる対策を実施するものとする。なお、この

対策又は第６の２の（４）の換地等技術向上研修を行う場合において

は、（１）の受益農地管理強化委員会を設置するものとする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４）財産管理制度等の活用に関する指導 

所有者不明農地等が存在することにより換地業務又は土地改良事

業の実施に支障が生じており、早期の換地処分又は土地改良区の受

益地内における所有者不明農地等の解消のために財産管理制度等の

活用が有効とされる地区等を対象に、制度活用に向けた具体的な活

用方針の検討や指導等を行うものとする。 

（４）財産管理制度活用に関する指導 

農用地の所有者の所在不明等により換地業務の実施に支障が生じ

ており、早期の換地処分のために財産管理制度の活用が有効とされ

る地区等を対象に、制度活用に向けた具体的な活用方針の検討や指

導等を行うものとする。 

（５）交換分合等による農用地の利用集積に関する指導 

ア （略） 

イ 農用地利用集積推進対策 

（ア）農用地利用集積推進対策会議を設置し、農地整備等基盤整備

事業が完了した地区において土地改良区等が行う農用地の利用

集積活動に対する指導等の検討を行うものとする。 

（イ） （略） 

（５）交換分合等による農用地の利用集積に関する指導 

ア （略） 

イ 農用地利用集積推進対策 

（ア）農用地利用集積推進対策会議を設置し、ほ場整備等基盤整備

事業が完了した地区において土地改良区等が行う農用地の利用

集積活動に対する指導等の検討を行うものとする。 

（イ） （略） 

３ 土地改良区が行う受益農地管理強化対策 

土地改良区は、受益地内に所有者不明農地等が存在することにより

土地改良事業の実施に支障が生じている場合において、所有者不明農

地等の解消を図るため、民法第262条の２に基づく所在等不明共有者

の持分の取得、同法第262条の３に基づく所在等不明共有者の持分の

譲渡及び所有者不明土地管理制度の活用に向けた取組を行うものとす

る。 

 

（新設） 

第５ （略） 

 

第５ （略） 

 

第６ 研修・人材育成 第６ 研修・人材育成 

１ （略） １ （略） 
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２ 地方連合会が行う研修・人材育成 

地方連合会は、次に掲げる研修を行うものとする。 

２ 地方連合会が行う研修・人材育成 

地方連合会は、次に掲げる研修を行うものとする。 

（１）技術実践向上研修 

ア （略） 

（１）技術実践向上研修 

ア （略） 

イ アの研修を実施しようとする地方連合会は、農村振興局長が別

に定めるところにより都道府県知事の承認を受けるものとする。 

イ アの研修を実施しようとする地方連合会は、地方農政局長等

（北海道土地改良事業団体連合会にあっては農村振興局長、沖縄

県土地改良事業団体連合会にあっては内閣府沖縄総合事務局長。

以下同じ。）の承認を受けるものとする。 

ウ 都道府県知事は、これを承認するに当たっては、あらかじめ地

方農政局長と協議するものとする。 

なお、地方農政局長は、この協議を受けたときは、次に掲げる

事項を考慮するものとする。 

ウ 地方農政局長等は、申請書を審査の上、研修を実施することが

適当であると認めるときは、承認するものとする。 

なお、審査に当たっては、次に掲げる事項を考慮するもの 

とする。 

（ア）・（イ） （略） （ア）・（イ） （略） 

（２）～（５） （略） 

 

（２）～（５） （略） 

第７ （略） 

 

第７ （略） 

（削る。） 

 

第８ 複式簿記導入促進対策 

土地改良区における適正な複式簿記会計の円滑な導入を図るため、

公募団体は、土地改良区の会計基準に対応した簡易で安価な会計ソフ

トの開発を行うものとする。 

 

第８ （略） 

 

第９ （略） 

 

第９ 助成措置 第10 助成措置 

１ 都道府県に対する助成措置 １ 都道府県に対する助成措置 

国は、都道府県に対し、都道府県が行う本事業の実施に要する経費

並びに都道府県が市町村、地方連合会及び土地改良区に対し本事業の

実施に係る費用につき補助する場合においては、当該補助に要する経

費について、別に定めるところにより、毎年度予算の範囲内で補助す

るものとする。 

なお、都道府県が土地改良区及び土地改良区連合に第５の１の統合

整備等の実施に係る費用につき補助する場合は、別記２の取扱要領に

国は、都道府県に対し、都道府県が行う土地改良区体制強化事業の

実施に要する経費並びに都道府県が市町村、地方連合会及び土地改良

区に対し土地改良区体制強化事業の実施に係る費用につき補助する場

合においては、当該補助に要する経費について、別に定めるところに

より、毎年度予算の範囲内で補助するものとする。 

なお、都道府県が土地改良区及び土地改良区連合に第５の１の統合

整備等の実施に係る費用につき補助する場合は、別記２の取扱要領に
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基づくものとする。 基づくものとする。 

２ 公募団体に対する助成措置 ２ 公募団体に対する助成措置 

国は、公募団体に対し、公募団体が行う本事業の実施に要する経費

について、別に定めるところにより、毎年度予算の範囲内で補助する

ものとする。 

国は、公募団体に対し、公募団体が行う土地改良区体制強化事業の

実施に要する経費について、農村振興局長が別に定めるところによ

り、毎年度予算の範囲内で補助するものとする。 

（削る。） ３ 地方連合会に対する助成措置 

国は、地方連合会に対し、地方連合会が行う土地改良区体制強化事

業の実施に要する経費（１の経費を除く。）について、農村振興局長

が別に定めるところにより、毎年度予算の範囲内で補助するものとす

る。 

 

第10 国及び都道府県による指導等 第11 国及び都道府県による指導等 

国及び都道府県は、本事業の事業主体に対し適正かつ円滑な実施の

ための指導及び協力を行うものとする。 

 

国及び都道府県は、土地改良区体制強化事業の事業主体に対し適正

かつ円滑な実施のための指導及び協力を行うものとする。 

 

第11 報告 第12 報告 

１ 本事業を実施した市町村、地方連合会、土地改良区及び土地改良区

連合は、その実施結果を整理し、実施年度の翌年度の４月30日までに

都道府県知事に報告するものとする。 

１ 土地改良区体制強化事業（第６の２の（１）の技術実践向上研修を

除く。）を実施した市町村、地方連合会、土地改良区及び土地改良区

連合は、その実施結果を整理し、実施年度の翌年度の４月30日までに

都道府県知事に報告するものとする。 

２ （略） ２ （略） 

（削る。） ３ 技術実践向上研修を実施した地方連合会は、その実施結果を整理

し、実施年度の翌年度の４月30日までに地方農政局長等に報告するも

のし、地方農政局長等は、この報告を取りまとめ、同年５月31日まで

に農村振興局長に提出するものとする。 

３ 本事業を実施した公募団体は、その実施結果を整理し、実施年度の

翌年度の４月30日までに農村振興局長に提出するものとする。 

 

４ 土地改良区体制強化事業を実施した公募団体は、その実施結果を整

理し、実施年度の翌年度の４月30日までに農村振興局長に提出するも

のとする。 

 

第12 委任 

本事業の実施については、この要綱に定めるもののほか、農村振興

局長が別に定めるところによる。 

第13 委任 

この要綱に定めるもののほか、土地改良区体制強化事業の実施に関

し必要な事項は、農村振興局長が別に定めるものとする。 
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別記１ （略） 別記１ （略） 

 

別記２（第９の１関係） （略） 別記２（第 10の１関係） （略） 

  

附 則 

１ この通知は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この通知による改正前の土地改良区体制強化事業実施要綱（平成28年４月１日付け27農振第2429号農林水産事務次官依命通知）により実施した事業に

ついては、なお従前の例による。 


